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資料１



概要および変更点

①策定にかかる手引きの比較

②市の人口ビジョンの比較

1  人口ビジョン

2

荒尾市人口ビジョン
（令和6年2月改訂版）

荒尾市人口ビジョン
（令和8年3月策定版）

市人口ビジョンの
位置づけ

➢ 本市の人口の現状を分析し、人口の将来展望を
示すものであり、併せて策定する第６次総合計
画に基づく施策を推進することで、将来展望の
実現を目指す

➢ 本市の人口の現状を分析し、人口の将来展望を
示すものであり、併せて策定する第7次総合計
画に基づく施策は、人口減少をはじめとした将
来の社会変化を見据え、実施する

市人口ビジョンの
仮定・目標人口

➢ 合計特殊出生率：2025年に2.0、2030年に
2.1に上昇し、その後は2.1で推移する。

➢ 人口移動：2025年までに社会減が1/10程度
に縮小し、その後は転入出が均衡する。

➢ 目標人口：2060年に4万2千人

➢ 合計特殊出生率（1.6程度）・人口移動（近年の
状況を考慮）：社人研推計に準拠

➢ 市の状況：海陽地区に2035年に1,000人(市
内転居含む)居住を加味して推計

➢ 将来展望：2050年に36,000人

地方人口ビジョンの策定のための手引き
（令和元年12月版）

地方版総合戦略の策定等に向けた
人口動向分析・将来推計人口の手引き

（令和６年６月版）

地方人口ビジョン
の位置づけ

➢ 地方版総合戦略において、施策を企画立案する
上で重要な基礎と位置付け

➢ 人口の現状を分析
→ めざすべき将来の方向と人口の将来展望を提示

➢ 地方版総合戦略の策定等に向けた基礎資料とす
ることが期待される

➢ 地域の実情に応じて人口動向分析・将来人口推
計を実施

→ 地方公共団体における人口の現状及び将来の見
通しを見直すよう努める

将来展望を行う際
の仮定値の設定

➢ 自然増減について、合計特殊出生率が2030年
に1.8程度、2040年に2.07に到達等と仮定

➢ 社会増減について、人口移動が最も落ち着いて
いた時期の移動率を用いる

➢ 全国の変化に連動するという考え方に基づいて、
出生に関する仮定値を設定

➢ 複数期間の平均的な人口移動傾向に基づいて、
移動に関する仮定値を設定 等



(1)総人口・年齢 3 区分別人口の推移

国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）推計によると、本市の人口は2050年には35,395人と2020年から約

3割の減少が見込まれている。年少人口は2020年の6,391人から2050年には3,898人まで減少する見通しである。生
産年齢人口も2020年の26,166人から2050年には16,902人へと大幅に減少する。一方、老年人口は2020年の
18,275人から2050年でも14,595人と高い水準を維持すると見込まれており、人口構造の変化が大きな課題となる(
図1)。

人口増減率をみると、とりわけ年少人口と生産年齢人口の減少幅が大きいことがわかる。一方で老年人口は長期的に増
加してきたが、将来的にはその伸びも鈍化する見通しである。特に2025年以降は、年少人口・生産年齢人口に加え老年人
口も減少に転じ、全ての年齢区分でマイナスに転じる時期を迎える。図1で示した人口規模の縮小に加え、全世代同時の減
少局面に入ると見込まれている(図2)。

２ 人口動向分析
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資料) 総務省統計局「国勢調査」、
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」
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国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」



(2)自然増減・社会増減の推移

本市の出生数・死亡数・自然増減数の推移について見てみると、1990年代半ば以降は死亡数が出生数を上回り、自然減

が続いている。出生数は1990年代に年間400人台後半で推移していたが、近年は300人を下回る年もあり、少子化の影
響が顕著である。一方、社会動態では年ごとに増減があり、転入が転出を上回る年も見られるものの、近年は転出超過の傾
向が強い。こうした自然動態と社会動態の両面が、総人口の減少につながっている(図3)。

自然増加数と社会増加数を分けてみると、1990年代後半には社会増加によって一時的に人口増となった年もあるが、
2000年代以降は自然減が大きく、社会増で補えない状況が続いている。近年では自然増加数が▲500人前後の規模とな
り、社会増加も安定してプラスを示せないため、総人口の減少が一層明確になっている(図4) 。

２ 人口動向分析
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(３)自然動態

本市の出生数は2014年の438人から減少が続き、 2022年以降は300人を下回る状況にある。 2024年には238

人となり、10年間で200人近く減少している。合計特殊出生率は全国・熊本県より高い水準で推移してきたが、近年は低下
傾向が強まり、2024年は1.25と県・全国を下回る水準となった。熊本県や全国でも同様に低下が続いており、少子化の影
響が一層顕著になっていることがわかる。出生数の減少と出生率の低下が重なり、将来の人口規模や年齢構成に大きな影
響を与える状況にある(図5) 。

母親の年齢別に出生数をみると、直近10年では30歳代前半が最も多く、25～29歳と35～39歳がそれに続いている。
かつては20歳代後半の出生が中心であったが、近年は30歳代の比重が高まり、出産の高年齢化が進んでいることが確認
できる(図6) 。

２ 人口動向分析
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資料）熊本県「熊本県衛生統計年報」、厚生労働省「人口動態調査」、
熊本県「熊本県推計人口調査結果報告（年報）」、
総務省統計局「国勢調査」
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図６ 母の年齢別にみた出生数の推移



(４)社会動態

年齢階級別の純移動を見ると、全体の人口移動は微減傾向にあるものの、0～14歳の子ども世代では近年プラスとなる

年が続いている。特に2024年は0～4歳や10～14歳で転入超過が見られ、子育て期の家族が一定数流入していることが
うかがえる。一方で、生産年齢人口は引き続き転出超過の傾向が強く、25～44歳の層では依然として転出が目立つ状況
である。進学や就職、転勤による流出と、住宅取得や子育てを契機とした転入がそれぞれみられる(図７)。

こうした動きが、どの地域との間で生じているかをみると、大牟田市との間では2022年以降一貫して転入超過となり、
2024年も31人の純増となっている。玉名市や長洲町でも直近は転入超過が確認され、隣接地域との往来が流入につなが
っていると考えられる。一方で、福岡市や熊本市との間では転出超過が続いており、とくに熊本市では2023年に大きな転
出超過を記録し、2024年も改善はみられない。久留米市との関係も転出超過で推移している(図8)。

２ 人口動向分析
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図８ 地域別転入・転出・純移動数の推移
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(5)外国人人口

本市の外国人人口は2014年の204人から2024年には415人となり、この10年間で約2倍に増加している(図9)。

年次の動きをみると、転入・転出のいずれも増加傾向にあり、2018年以降は200人台の転入が続くなど、市内外での人
の動きが活発化している。特に2019年から2020年にかけては、転入が314人に達し、転出を大きく上回った結果、69人
の増加で総人口は385人に達した。一方、2021年から2022年には転入が大きく減少（142人→61人）し、転出も減った
ものの、差引きで人口は342人まで減少した。これは新型コロナウイルス感染症拡大による入国制限や移動制約の影響を
受けたものとみられる。その後、2023年以降は転入数が再び増加し、2024年には314人と過去10年間で最大となった
。転出も増加しているものの、転入超過の状態が続いており、直近では外国人人口の増加傾向が明確になっている（図10）。

２ 人口動向分析
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資料）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（総務省統計局）

図10 本市の転入数・転出数、総人口の推移(外国人)

資料）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（総務省統計局）
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(6)生活圏の実像

  本市における 15 歳以上人口の流入者数（他市区町村から本市へ通勤・通学する人）の状況をみると、隣接する大牟田市・

玉名市・長洲町との人の行き来が特に多い。流入者数では大牟田市から約2,400人、玉名市から約1,600人、長洲町から
約1,100人となっており、近隣からの通勤・通学の受け入れが中心である。一方で、流出者数では大牟田市への約5,900
人が突出して多く、熊本市や福岡市など都市部への流出もそれぞれ300人以上確認される。流入超過数でみると、大牟田
市との間で約3,500人の大幅な流出超過があり、玉名市や長洲町も流出が上回っている。全体としては流出超過の傾向が
明確であり、近隣市町との強い結びつきと同時に、大都市圏への人材流出という傾向がある(図11)。

２ 人口動向分析
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(7)産業人口

本市の産業別就業人口をみると、男性では建設業・製造業の比率が高く、特に製造業は3,000人を超えて最多となって

いる。女性では医療,福祉が際立って多く、3,700人を超えて全産業の中で最も大きな割合を占めている。また、卸売業,小
売業や宿泊業,飲食サービス業などでも女性の従事者が目立ち、産業構造の違いが明確に表れている(図12) 。

年齢階級別にみると、農業,林業は60歳以上が過半を占めるなど高齢化が進んでいる。一方で製造業や情報通信業など
は30～40代が中心となっており、比較的若い世代が多い。医療,福祉、教育といった分野では幅広い世代の就業がみられ
るが、特に30～40代の比重が大きい。全体として、産業ごとに就業者の年齢構成に差があり、担い手不足や世代交代に関
して課題を抱えていることがうかがえる(図13) 。

２ 人口動向分析
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図13 年齢階級別産業人口
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(1)将来人口推計(総人口)

新たなまちづくりの拠点である「あらお海陽スマートタウン」の整備に伴い、同地区に1,000人の居住が見込まれる。この

うち、市外からの転入者を推定し、国立社会保障・人口問題研究所推計に反映したものを、次期荒尾市総合計画における人
口ビジョンの将来展望人口とする。この推計では、2040年に41,000人、2050年に36,000人となる見込みである(図
14)。
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図14 総人口の将来展望の比較

注) 本図における荒尾市推計での人口は、見やすさのため千の位で四捨五入して表記している。
資料) 総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」、国土交通省「国土数値情報」より作成



(2)将来人口推計（人口の将来展望 年齢3区分別）

年少人口の割合は2020年12.6％から2050年は11.0％程度で推移する見通しである。児童数の減少が続くため、教

育・保育の質確保と施設規模の最適化を計画的に検討する必要がある。生産年齢人口の割合は2020年51.5％、2050年
47.8％と緩やかに低下する見通しである。労働供給の制約が続くことを踏まえ、多様な人材の活躍促進、生産性向上、定住
に向けた施策を一体で進めることが重要である。高齢化率は2020年36.0％から2050年41.1％へ上昇する見通しであ
る。医療、介護や生活支援の持続可能性を確保するため、移動支援と見守りの仕組み、予防の取組を計画的に整備する必要
がある。また、地域社会との関わりを通じて、社会的役割を担うことで生きがいや活力を高める存在として捉える必要があ
る(図15)。
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(％)図15 総人口の将来展望(年齢３区分別)

資料) 総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」、国土交通省「国土数値情報」より作成



(３)将来人口推計（人口の将来展望 地区別）

南新地への開発を加味した万田地区を除き、すべての地区で2020年から2050年にかけて人口が減少する見通しであ

る。万田地区においても、2035年に2020年水準まで人口が回復するが、その後は減少する見込みである。井手川地区・
府本地区の減少率が大きく、高齢化率の高さが影響しているものとみられる(表１)。
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地区名 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

荒尾地区 7,685 7,182 6,838 6,424 6,113 5,830 5,569 

万田地区 6,119 5,763 5,491 6,210 5,852 5,520 5,212 

万田中央地区 2,407 2,267 2,152 2,008 1,891 1,781 1,678 

井手川地区 1,528 1,364 1,238 1,123 1,035 949 871 

中央地区 9,152 8,642 8,316 7,886 7,582 7,274 6,945 

緑ケ丘地区 4,830 4,581 4,397 4,146 3,944 3,733 3,524 

平井地区 3,136 2,875 2,742 2,558 2,403 2,243 2,097 

府本地区 1,999 1,826 1,695 1,549 1,429 1,309 1,192 

八幡地区 5,127 4,753 4,430 4,054 3,756 3,463 3,202 

有明地区 3,342 3,110 2,933 2,715 2,546 2,380 2,222 

清里地区 2,491 2,281 2,132 1,968 1,828 1,691 1,566 

桜山地区 3,016 2,791 2,608 2,375 2,172 1,982 1,814

合計 50,832 47,435 44,972 43,016 40,551 38,155 35,892

表１ 総人口の将来展望(地区別)

資料) 総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」、国土交通省「国土数値情報」より作成



(４)将来人口推計（人口の将来展望 地区別・年齢3区分別 市北西部）

３ 人口ビジョン

13資料) 総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」、国土交通省「国土数値情報」より作成
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